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	9.1.	 実施体制  
（1）災害復旧事業の定義
　災害復旧事業とは、災害によって復旧の必要が生じた施設を原形に復旧することを目的とし
た事業をいいます。

（2）災害査定の流れ
　現地の被災状況の調査結果（TVカメラ調査・写真）から、復旧に必要な設計を行い（設計書、
図面、野帳の査定に必要な資料を作成）、災害復旧対象としての目論見書（復旧対象、概算
費用）を提出し災害復旧事業としての承認（査定）を受けます。

（3）実施体制
　災害査定までに関わった担当種別、体制をフローに示します。

図9.1　災害査定に関する作業体制及びフロー
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	9.2.	 実施内容  
（1）復旧対象基準
　千葉県では県下で被災した下水道管路の復旧対象とその対策を判断する基準（千葉県
ルール）を作成し、県下で統一的に適用することとしました。
　現場から得られたマンホールや管内の調査結果にこの基準を照らし合わせて、損傷の程度、
復旧の要否等を判断しました。以下に基準のうち、被害が甚大な条件のものを抜粋し示します。

表9.1　既設管復旧判定基準（千葉県ルール）

（2）査定設計の考え方
　本復旧の目的は、従前（被災前）の機能の回復であることから、従前の流下能力が確保可能
な復旧工法を選定しました（これは災害復旧での【原形復旧の原則】の考え方に準拠してい
ます）。
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表9.2　査定設計の考え方
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	9.3.	 実施方法  
（1）査定受験
　本市の場合、査定は二次査定（平成23年7月4日〜7月8日）、三次査定（平成23年7月11日
〜7月15日）の計2週間に及びました。

　査定は現地での査定申請箇所の確認による「現地査定」と、あらかじめ作成、提出した査定資
料に基づいて行われる「机上査定」があります。
　査定では、査定官への申請内容の説明・応答、現場での測量作業、設計積算に関する役割分
担として40名程度の体制で臨みました。

表9.3　査定体制（要員配置案）
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（2）査定提出資料
　査定時の提出資料は、査定対象（対象施設の位置、数量）、復旧設計（復旧工法、概算費用）、
設計根拠（調査表、写真、ビデオ）等、以下のようなものを準備し提出しました。

表9.4　査定提出資料

表9.5　査定提出資料の一例
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	9.4.	 災害査定の状況  
　査定審査の結果、復旧に要する費用約153億円（申請）に対して、約119億円分が国の補助と
して認められました。その結果、費用的には78.0%の査定率（=査定通過率）となりました。これ
を復旧の管路延長に置き換えると90.5%相当の査定通過率となりました。延長に比べて費用
の査定通過率が低いのは、申請時の復旧条件である「仮設鋼矢板の残置」が審査により一部

「仮設鋼矢板の引抜き」に見直されたことが理由としてあげられました。

表9.6　災害査定審査の結果

表9.7　二次査定の内訳
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表9.8　三次査定の内訳

	9.5.	 災害査定の総支援者数  
　千葉県を始め近隣市や東京都の支援を受け一次調査、二次調査及び査定設計書を作成し国
の査定（7月4日から7月15日）に臨みました。
　災害査定に関わった総支援者は、他都市から応援職員が延べ約5百人、テレビカメラ調査に
は地元及び東京都他関連団体が一次、二次、三次支援にておいて延べ2千人を超え、査定
設計、査定図書取りまとめ及び査定受験支援としてコンサルタントが延べ約8百人、総延べ人
数は3千人を超えました。

表9.9　他市応援職員（延べ人数）の状況
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	10.1.	実施設計  
（1）復旧対象事業概要
　災害復旧では、財源により3つの事業制度（①災害復旧事業、②復興交付金事業、③市単独
事業）に基づき、復旧を行っていくこととしました。

表10.1　災害復旧事業概要

図10.1　災害復旧事業の分類フロー
（2）発注工区、実施体制
　災害復旧は速やかに進めることが求められていますが、設計対象は市域の大半を占める膨
大な路線であることから、複数工区（4工区）に分割し進めました。
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図10.2　設計発注ブロック

　実施設計では、以下の担当職種、作業体制により行いました。また、複数工区のとりまとめ（設
計基準、設計思想の統一、工程管理等）を行うために設計監理、合同会議体制をもうけました。

図10.3　実施設計における作業体制及びフロー
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（3）復興交付金事業について
　道路復旧において、市道幹線9号及び幹線6号では、路床改良による液状化対策が実施され
ることとなっていました（表10.2）。
　この道路下の被災している管路の復旧は、順序的に道路復旧の後となることから開削工法に
よる復旧が困難でした。そのため、管路の復旧方法として、非開削工法（管更生工法とマン
ホールの浮上対策）を採用しました。

表10.2　復興交付金事業　対象路線及び対策概要

出典：・�管更生工法（一例）　下水道管路更生　SPR工法　積水化学HP（http：//www.eslontimes.com/system/items-
view/195/）より

　　　・マンホール浮上防止対策（一例）　ハットリング工法協会HP（http：//www.hat-ring.info/）より

（4）設計結果
　実施設計では、全体路線の測量による縦断形の見直し、周辺、地下埋状況の条件の精査等を
行いました。その結果、査定路線以外に復旧対象路線の追加や対策工法の変更が必要となる
箇所等が新たに判明しました。
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	10.2.	変更協議  
（1）変更協議の概要
　災害査定では、早急に復旧（原形復旧）を進めるために必要な対象範囲、事業費用等の事業
の全体像を把握することを目的として、復旧方法を全て開削工法として計上しました。しかし、
具体的な実施設計、復旧工事を進めていく段階では、以下のような変更が必要となりました。

●実施設計の段階では、時間的、作業的な制約から災害査定時に見込めなかった箇所の追加や現
場の詳細確認にともなう位置、ルート、工法の見直しが必要となった。

●復旧工事の段階では、現場着手後の周辺環境、他企業埋設物工事等の要因により、現実的に対
応可能な工法への変更が必要となった。

図10.4　災害復旧フロー及び変更対象項目
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（2）変更概要
　実施設計段階で開削工法から推進工法へ変更を行った概要を以下に示します。

表10.3　査定設計からの主な変更内容
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	10.3.	工事発注と施工  
（1）災害復旧事業対象工事（国庫負担金対象工事）

表10.4　発注対象エリア・工区（災害復旧事業）

（2）復興交付金事業及び市単独事業対象工事

表10.5　発注対象エリア・工区（復興交付金事業及び市単独事業）
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（3）実施体制
　複数工区の工程管理、複数業者間の設計変更等の意思統一をはかるために工事監理、設計
変更対応（内容確認、変更対応資料作成等）に関する委託を行いました。

図10.5　復旧工事に対する作業体制及びフロー

　総工区数26工区、3年以上に及ぶ復旧工事では、各工区の進捗管理、工区相互間の意思統一
（工法変更の考え方の統一、施工トラブル情報のフィードバック等）や出来形数量の管理等によ
り工事がとどこおりなく遂行されるように努めました。

表10.6　施工監理概要
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（4）復旧工事の進捗
　復旧工事は全26工区、平成24年7月〜平成28年3月の約3年9ヶ月に及びました。
　総工事費（工事契約金額）は150億9千万円となりました。工事の進捗（工事契約金額比
ベース）として、概ね半分（50%）達成したのは、着手後約2年後の平成26年6月時点でした。

図10.6　工区別施工期間

図10.7　工事進捗率（工事金額比）
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	10.4.	災害復旧のまとめ  
　査定時点では管路延長23.2㎞、マンホール700基に対して、工事完了後の竣工時点では、
管路延長29.4㎞、マンホール898基となり、それぞれ+6.2㎞、+198基増となりました。

（1）管きょ
　施工法の見直しにより開削工法から推進工法が大幅に増えました。地区別の傾向では、D地
区の半数以上が推進工法に変更されました。次いでB、C地区の順でした。その理由としては、
これらの地区には開削工法が困難な布設位置が深い幹線が多いことや、道路交通や他企業埋
設物が多い等の現場条件から推進工法が適していたことがあげられます。

図10.8　管路の復旧結果
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図10.9　復旧対象地区（設計発注ブロック、再掲）

（2）マンホール
　対策を行ったマンホール数はB地区が最も多く、査定時点から竣工時点の増分も同様で
した。
　マンホール種別は1号が最も多く、次いで2号でした。査定時にはほとんど無かった小型、
楕円マンホールが竣工時点で増えたのは、他企業埋設物、施工条件等から元通りの大きさ、
元の位置への復旧が困難である等の理由から、コンパクトなこれらのマンホールに変更したこ
とによるものでした。またこれらのマンホールの採用はB、C地区に多くみられました。

図10.10　マンホールの復旧結果
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	11.1.	災害復旧の結果  
表11.1　災害復旧の結果
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	11.2.	今後（再度災害時にむけて）の課題（減災対策）  
表11.2　今後の課題
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